
 

平成１７年国勢調査従業地・通学地集計結果から見た川崎市の姿 
 

１．川崎市内で働いている就業者の割合（平成１７年） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．市外へ通勤している就業者の割合（平成１７年） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一方、川崎市に住んでいて、川崎市外へ通勤

している就業者は全体の 50.6％の 352,543 人

です。 

市外へ通勤している就業者は、主に小田急

線、京王線、東急線など、市外に出るのに便の

いい私鉄沿線に居住していることがわかりま

す。 

平成 17 年国勢調査による川崎市に常住してい

る 15 歳以上の就業者（以降、就業者という）は

697,009 人で、そのうちの 49.4％の 344,466 人が

川崎市内で働いています。主に広大な工場群を持

つ川崎区の臨海部周辺や、鉄道の駅から離れてい

る地域で市内で働いている人の割合が高くなっ

ています。 



 

 
３．神奈川県内へ通勤している就業者の割合（平成１７年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．横浜市内へ通勤している就業者の割合（平成１７年） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

川崎市外に通勤している就業者のうち、神奈川

県内へ通勤しているのは就業者全体の 11.0％の

76,691 人で、居住地は横浜市に隣接している地域

が多くなっています。 

神奈川県内へ通勤している就業者の８割以上の

62,900 人が近隣の横浜市へ、残りの２割弱の就業

者は相模原市、厚木市、藤沢市、大和市などへ通

勤しています。 

横浜市内へ通勤している就業者の 19.0％が

鶴見区、16.9％が港北区、12.3％が都筑区、

11.3％が青葉区に通っています。この川崎市と

隣接する４区の合計で５割を超えています。 

次いで、関内駅のある中区（9.6％）や、横

浜駅や桜木町駅のある西区（8.4％）に通勤し

ている割合が高くなっています。 



 

 
５．東京都内へ通勤している就業者の割合（平成１７年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６．東京都特別区内へ通勤している就業者の割合（平成１７年） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京都内へ通勤している就業者は、 

就業者全体の 38.4％、川崎市外へ通勤して 

いる就業者の 75.9％の 267,685 人です。 

主に小田急線、京王線、東急線などの私鉄沿線に

居住している就業者が多くなっています。 

東京都内へ通勤している就業者の９割以上の

242,782 人が特別区内へ、残りの１割弱の就業者は

町田市、府中市、多摩市などへ通勤しています。 

東京都特別区内へ通勤している就業者は、主に 

東急線沿線に居住している就業者が多くなっていま

す。 

特別区内へ通勤している就業者の 18.3％が港区へ

通っています。港区は東京都の中で最も事業所数が多

く※１、新橋、品川駅等を中心にビジネス街が広がって

います。 

次いで、12.1％が永田町、霞が関、丸の内、大手町

等の多くの官公庁やオフィス街がある千代田区へ、

10.7％が川崎市と隣接する大田区へ通勤しています。

※１「平成 18 年事業所・企業統計調査結果」より 



 

 
７．川崎市内で学んでいる学生の割合（平成１７年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

８．川崎市外へ通学している学生の割合（平成１７年） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

川崎市に住んでいて、川崎市外の学校へ通って

いる通学者は全体の 58.8％の 42,436 人です。 

市外への通学者のうち７割が東京都内の学校

へ通っており、東急田園都市線や東横線の沿線に

常住している通学者で割合が高くなっています。

 

川崎市に常住している 15 歳以上の通学者（以

降、通学者という）は 72,136 人で、そのうちの

41.2％の 29,700 人が川崎市内の学校へ通って

います。 

市内でも、高校や大学が多く集まる多摩区へ

の通学者の割合が高くなっています（市内通学

者の 34.1％）。 


